










役職員のみなさん

本日、懲戒処分を受けて、別添プレスリリース「職員の懲戒処分の実施について」を公

表しました。プレスリリース記載の事態が生じたことに関しては、当法人の業務に関する

国民の疑惑や不信を招きかねない行為として、法人の長として、事態を重く受け止めてい

ます。今回の事案を教訓として、役職員一人ひとりがコンプライアンスを遵守することの

重要性をあらためて認識し、より健全な組織を作り上げていくことが重要であると考えて

います。

これまでも、役職員のみなさんは、当法人の社会的使命を理解し、高い職業倫理に基づ

き行動してきたものと思います。しかしながら、本事案を受けて、当法人に対して今まで

以上に厳しい視線が注がれる可能性が高まることは否定できません。当法人の社会的使命、

そして、当法人に対する社会的関心の高まりを踏まえ、役職員一人ひとりが、コンプライ

アンスに対する高い意識を常に保持し続ける必要があります。そのため、再発防止策とし

て、コンプライアンスハンドブックに「利害関係者との接触ルール」を明確化する文言を

盛り込み、全役職員を対象としたコンプライアンス研修を実施します。 

今回の事案は、全ての役職員が重く受け止めるべきものと考えています。一方で、内部

通報及び外部通報制度の趣旨に則し、組織の自浄作用が実効的に働き、通報を踏まえた予

防措置が果断になされたという点では、より重大なリスクを回避し得たと考えることもで

きます。そして、このような内部統制がしっかりと機能する組織を築き上げていくことこ

そが、ステークホルダーからの信頼獲得等にも資するものと考えています。

法令遵守・コンプライアンスの徹底は、全ての業務の基本です。経営委員会では、コン

プライアンス遵守の意義を実感し、些細なことでも互いに相談しあえるリスクカルチャー

の醸成が重要との意見もいただきました。役職員のみなさんにおかれましては、あらため

て「投資原則」、「行動規範」を含めたコンプライアンスハンドブックの内容を再確認する

とともに、再発防止策を徹底してください。

そして、全役職員が一丸となって、専ら年金被保険者の利益のために受託者としての責

務を果たし、国民の皆様から一層信頼される組織を築いていきましょう。

2019 年 4 月 25 日 
理事長 髙橋 則広

【別添】
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職員の懲戒処分の実施について 

当法人は、本日付けで、下記職員を懲戒処分といたしました。 

このような事態が生じたことは、誠に遺憾であり、深くお詫び申し上げます。 

本事案を重く受け止め、全役職員に対する綱紀粛正と研修等を通じた再発防止策の徹底により、

国民の皆様から信頼される組織づくりに努めてまいります。 

記 

１．被処分者及び処分内容 

職員（管理職）  戒告 

  ※ 併せて、本事案に関わる法人全体の監督責任として、理事長については俸給等月額の１０％

（１か月）を辞退する。 

２．事案の概要 

○ 機関投資家との共同投資に係る情報収集等を目的とした職員の海外出張に、利害関係者に相

当するＡ社（運用会社）が出張のアテンドを行っている事実が判明した。 

○ これは、「利害関係者による無償の役務の提供」の受領を禁止した内規（倫理規程）に違反し

ており、当法人の業務に関する国民の疑惑や不信を招きかねない行為である。 

そのため、関係者への調査等を行った上で、上記処分を実施した。 

○ なお、被処分者によるＡ社への情報漏えいや、被処分者がＡ社から便宜供与（会食費の負担

等）を受けている事実は認められなかった。 
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３．再発防止策等 

 ① 利害関係者との接触ルールの明確化 

   正当な理由のないアテンドの禁止など、内規で禁じられている「利害関係者による無償の役

務の提供」に該当する事例を具体化することで、利害関係者との接触ルールを明確化する。 

併せて、当該具体例を、全役職員に配布している「コンプライアンス・ハンドブック」に明

記する。 

② コンプライアンスの一層の徹底 

   全役職員に対して理事長から訓示を行うとともに、全役職員を対象としたコンプライアンス

研修を実施する。 

その際、「コンプライアンス・ハンドブック」の内容についても、再度、周知徹底する。 

 ③ 本事案への対応 

   本海外出張に係る運用会社の決定には、被処分者は携わらない取扱いとする。 

以 上 




